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平成１６年３月期   中間決算短信（連結） 平成１５年１１月２７日 

上 場 会 社 名  南海電気鉄道株式会社  上場取引所    大・名 
コ ー ド 番 号  ９０４４  本社所在都道府県 大阪府 
（ＵＲＬ http://www.nankai.co.jp/） 
代 表 者   取 締 役 社 長  山中 諄 

問合せ先責任者   取締役経理部長  須惠 弘一 ＴＥＬ（06）6644－7145 

中間決算取締役会開催日 平成１５年１１月２７日 
米国会計基準採用の有無 無 
 
１．１５年９月中間期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 
(1) 連結経営成績               （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
15年９月中間期 
14年９月中間期 

百万円   ％ 
      105,421       △ 10.9 
      118,312         21.0 

百万円   ％ 
        8,608       △ 23.7 
       11,275         36.3 

百万円   ％ 
        2,339       △ 49.0 
        4,583         66.9 

15年３月期       246,928        25,539        12,178 
 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
15年９月中間期 
14年９月中間期 

百万円   ％ 
          264       △ 78.8 
        1,248          － 

       円  銭 
            0.51 
            2.40 

       円  銭 
       － 
       － 

15年３月期         1,550             2.99        － 
(注)①持分法投資損益 15年9月中間期  52百万円 14年9月中間期 △ 5百万円 15年3月期 △ 23百万円 

②期中平均株式数(連結) 15年9月中間期 518,672,954株 14年9月中間期 519,331,525株 
15年3月期   518,606,512株 

③会計処理の方法の変更 無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
15年９月中間期 
14年９月中間期 

       百万円 
       918,715 
       935,940 

       百万円 
       126,105 
       123,562 

      ％ 
      13.7 
      13.2 

     円  銭 
       243.01 
       237.95 

15年３月期        923,719        122,958       13.3        237.23 

(注)期末発行済株式数(連結) 15年9月中間期 518,931,102株 14年9月中間期 519,285,819株 
15年3月期   518,172,583株 

 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動によ る 
キャッシュ・フロー 

投資活動によ る 
キャッシュ・フロー 

財務活動によ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
15年９月中間期 
14年９月中間期 

       百万円 
        11,094 
         5,804 

       百万円 
      △  7,502     
      △ 12,870 

       百万円 
           172 
         3,310 

       百万円 
        29,911 
        30,855 

15年３月期         21,352       △ 22,857       △  6,957         26,147 
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  ７２社   持分法適用非連結子会社数 ０社   持分法適用関連会社数  ５社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  ０社   (除外)  ４社    持分法 (新規) ０社   (除外) ０社 
 
２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 

通  期 
百万円 

      215,000 
百万円 

        4,500 
百万円 

        5,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ９円６４銭 

（注）上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後 

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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【企業集団の状況】 

 当社の企業グループは、当社、子会社７８社及び関連会社６社で構成され、その営んでいる主要な事業内容は、
次のとおりであります。 

（１）運輸業（２９社） 

事業の内容 会社名 
鉄道事業 
軌道事業 
バス事業 
 
海運業 
貨物運送業 
車両整備業 

当社 
阪堺電気軌道株式会社※１ 
南海バス株式会社※１ 和歌山バス株式会社※１ 関西空港交通株式会社※１ 
熊野交通株式会社※１ 徳島バス株式会社※２ 
南海フェリー株式会社※１ 南海淡路ライン株式会社※１ 
サザントランスポートサービス株式会社※１ 
南海車両工業株式会社※１（Ｂ） 
その他１８社 

（２）不動産業（８社） 

事業の内容 会社名 
不動産賃貸業 
 
不動産販売業 

当社 南海不動産株式会社※１（Ｂ） 
株式会社南海ホテルアンドトラベル※１（Ｃ） 
当社 南海不動産株式会社※１（Ｂ） 
その他５社 

（３）流通業（１４社） 

事業の内容 会社名 
ショッピングセンターの経営 
物品販売業 
建築材料卸売業 

当社 株式会社南海徳島ビルディング※１ 
南海商事株式会社※１ 
南海砂利株式会社※１ 
その他１０社 

（４）レジャー・サービス業（２５社） 

事業の内容 会社名 
遊園事業 
旅行業 
ホテル・旅館業 
スポーツクラブの運営 
飲食業 
ビル管理メンテナンス業 
競艇施設賃貸業 

当社 
株式会社南海国際旅行※１ 
株式会社南海ホリディエンタープライズ※１ 
当社 株式会社南海スポーツ※１（Ａ）（Ｂ） 
南海興産株式会社※１ 
南海ビルサービス株式会社※１（Ｂ） 
当社 住之江興業株式会社※１（Ａ） 
その他１８社 

（５）建設業（６社） 

事業の内容 会社名 
建設業 南海辰村建設株式会社※１ 株式会社日電商会※１ 

その他４社 

（６）その他の事業（６社） 

事業の内容 会社名 
印刷業 
損害保険代理業 

南海印刷株式会社※１ 
南海保険サービス株式会社※１ 
その他４社 

（注）１．※１ 連結子会社 
２．※２ 持分法適用関連会社 
３．上記部門の会社数には当社が重複して含まれております。 
４．当社は（Ａ）の会社に対し施設の賃貸を行っております。 
５．当社は（Ｂ）の会社に対し業務の委託を行っております。 
６．当社は（Ｃ）の会社から施設を賃借しております。 
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経 営 方 針 
 

(1)経営の基本方針 

 当社グループは、鉄道事業をはじめとする交通輸送サービスを基軸に、不動産、流通、レジャーなどの生活に密

着した事業を沿線地域において幅広く展開し、地域社会の信頼に応え、その発展に貢献することを通じて、当社グ

ループの企業価値増大をはかることを基本方針としております。 

 

(2)利益配分に関する基本方針 

 当社の利益配分につきましては、収益のさらなる向上をはかることにより、財務体質の強化に努めつつ、株主の

皆さまに対して安定的な配当を行うことを基本方針としております。なお、当期につきましては、中間配当は見送

ることとさせていただきましたが、期末配当は１株当たり３円を予定しております。 

 

(3)中期経営計画及び目標とする経営指標 

 当社グループは、厳しい経営環境の中、「安定的に利益を計上し、早い段階で内部留保を蓄積すること」を基本

的な考え方として、平成14年度を初年度とする新３か年経営計画「創生１２０計画」を策定しており、本計画に定

める以下の４つの基本方針のもと、業績の向上と経営基盤の強化に一丸となって取り組んでおります。 

 

①外部環境に左右されない収支構造の構築（フロー経営の徹底） 

  各事業において、一層のコスト削減や固定費の変動費化等の事業構造改革に取り組む一方、旅客誘致活動の強

化や新規事業の拡大等による収益拡大を進め、外部環境に左右されずに常に利益計上が可能な収支構造を構築し

ます。 

 

②グループ経営の強化 

    既に策定済みのグループ会社再編計画に基づき、経営不振会社の整理を確実に進めております。一方、有望な

グループ会社については経営資源を集中し、グループの中核を担う自立した企業へと育成いたします。 

 

③財務体質の改善 

  難波再開発事業の開業に伴い資金需要がピークに差し掛かかりますが、設備投資の抑制、不用資産の売却、キ

ャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）による資金の効率的な運用等により、連結有利子負債の削減を進

めます。 

 

④難波再開発事業の推進 

  当社グループが全力を挙げて取り組んでまいりました難波再開発事業が、「なんばパークス」として本年 10

月に第１期オープンいたしました。当事業を核に、当社既存施設の「なんばＣＩＴＹ」をはじめ、周辺商業施設

や地元商店街との連携を進め、ミナミの起爆剤として難波地区全体を一層魅力ある街として発展をはかり、強力

な収益基盤へと育成いたします。 
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 以上を確実に実行することにより、「創生１２０計画」の最終年度に当たる平成16年度には、次の経営指標を達

成することを目標にしております。 

 

連結当期純利益     ５０億円 

連結ＲＯＥ    ４．０％ 

連単倍率    １．４倍 

連結有利子負債残高  ５，８００億円 

 

(4)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 当社は、株主価値の向上を実現するためには、コーポレート・ガバナンスの機能強化が重要な経営課題であると

の認識のもと、法令遵守はもとより、透明性の高い経営、公正かつ合理的な意思決定、そしてこれらの監督機能の

強化に努めております。 

 取締役会は、取締役16名（うち社外取締役４名）と監査役４名（うち社外監査役３名）で構成され、原則月１回

開催し、重要な業務執行の決定と取締役の職務執行の監督を行うとともに、その運営にあたっては、社外の視点を

活かしつつ、経営の効率性と透明性の向上を期しております。 

 また、取締役会の設定する経営の基本方針に基づいて、経営に関する重要な事項を審議するために、常勤役員を

構成員とする常務会を週１回開催するなど、業務執行の全般的統制と経営判断の適正化に努めております。 

  監査役は、取締役会及び常務会に出席し、意見を述べるほか、当社及びグループ会社の業務執行各般における適

法性、妥当性の監査を積極的に行っております。なお、監査役４名中、社外出身者が２名就任しており、監査機能

の充実をはかっております。 

  内部統制面におきましては、内部監査機関として「監査部」を設置し、随時必要な内部監査を実施しております

ほか、コンプライアンス経営の維持、増進を目的として「法務部」を設置し、当社及びグループ会社の健全な発展

と企業倫理確立のため、「企業倫理規範」を制定しております。また、法的・倫理的問題を通報、相談できる体制

を整備することで、より効果的なリスクマネジメントに資することを目的として、「企業倫理ホットライン制度」

を社内に設置しております。 
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経営成績および財政状態 

１．当中間期の概況 

  当中間期のわが国経済は、企業収益の改善を背景に、株価や設備投資に緩やかながら持ち直しの動きが見られた

ものの、デフレ経済の長期化や厳しい雇用・所得環境の影響により、個人消費が低迷を続けるなど、景気は依然と

して厳しい状況を脱しえぬまま推移いたしました。 

  このような経済情勢の下におきまして、当社グループでは２年目に入った３か年経営計画「創生120計画」に掲

げる所期の目標を着実に達成するために、昨年度に続き、グループをあげて計画の推進に取り組んでまいりました。

当中間期の営業収益は、１，０５４億２１百万円と、前年同期に比べ１２８億９１百万円（１０．９％）の減収と

なりました。費用面では、過年度において実施した省力化をはじめとする経費削減策の効果もありましたが、営業

利益は８６億８百万円と前年同期に比べ２６億６６百万円（２３．７％）の減益となりました。これに営業外損益

を加減した経常利益は、前年同期に比べ２２億４３百万円（４９．０％）減少し、２３億３９百万円となりました。

さらに、これに特別損益を加減し、法人税等及び法人税等調整額を加減した中間純利益は２億６４百万円となりま

した。 

 

  セグメント別の業績を示すと、次の通りであります。 

 

＜運輸業＞ 

 鉄道事業におきましては、高野線において、快速急行の導入のほか昼間時間帯の運行形態見直しによるお客様の

利便性向上などを目的としたダイヤ改正を実施いたしましたほか、高野山への旅客誘致や沿線自治体との連携によ

る需要喚起、オリジナルグッズの販売など増収策にも積極的に取り組みました。しかしながら、依然として続く企

業の雇用調整による定期旅客の減少に加え、ＳＡＲＳの影響による空港線旅客の減少等もあり、乗車人員では１億

２２百万人（前年同期比１．９％減）となりました。 

 バス事業におきましては、長期にわたる一般路線の利用低迷や規制緩和による競争激化に加え、リムジンバスが

ＳＡＲＳの影響により大幅に減収となる厳しい状況の中、一部路線の再編成など収益基盤の強化と事業の効率化に

努めました。 

 この結果、営業収益は４２６億９６百万円と、前年同期に比べ２８億８１百万円（６．３％）の減少となり、営

業利益は１３億１４百万円（１９．７％）減少し、５３億６２百万円となりました。 

 

＜不動産業＞ 

 不動産販売業におきましては、南海くまとり・つばさが丘、南海林間田園都市・彩の台などで宅地分譲や戸建住

宅の販売を進める一方、分譲マンション「南海シティコート金剛プラザ」の建設工事や、さやま遊園跡地の造成工

事を推進いたしました。 

 不動産賃貸業におきましては、なんばパークスにおいて昨年９月に先行オープンした「ウインズ難波」の賃貸料

が通期で寄与いたしましたほか、本年９月１日より、オフィスビル「パークスタワー」の入居を開始いたしました。 

 この結果、営業収益は１２１億１２百万円と、前年同期に比べ３億９５百万円（３．４％）の増加となり、営業

利益は３億５３百万円（１３．９％）増加し、２８億８９百万円となりました。 
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＜流通業＞ 

流通業におきましては、依然として個人消費が低迷する厳しい環境にありましたが、各商業施設において積極的

な販売促進に努めました。また、なんばパークス商業棟のテナント誘致に注力いたしますとともに、なんばパーク

スとの相乗効果により、なんばＣＩＴＹ南館の活性化と収益力の強化をはかるため、リニューアル計画を推進いた

しました。 

 この結果、営業収益は１３８億１０百万円と、前年同期に比べ２６億９１百万円（１６．３％）の減少となりま

したが、営業利益は３５百万円（４．６％）増加し、８億１０百万円となりました。 

 

＜レジャー・サービス業＞ 

  旅行業におきましては、国内旅行が比較的堅調でしたが、イラク戦争やＳＡＲＳの影響により海外旅行の取扱高

が大幅に落ち込む等厳しい状況が続きました。ホテル業においても旅行業と同様にＳＡＲＳ等の影響を受け宿泊の

稼働率が低迷したことに加え、南海サウスタワーホテル大阪が平成１５年９月１日をもって、スイスホテル南海大

阪に事業継承をしたこともあり減収となりました。遊園事業では、みさき公園において、ファミリー層をターゲッ

トに時季に適した催物を開催し、お客さまの誘致に努めました。 

 この結果、営業収益は１８０億３０百万円と、前年同期に比べ２４億３９百万円（１１．９％）減少し、営業利

益につきましても４億３５百万円（５４．８％）減少の、３億５８百万円となりました。 

 

＜建設業＞ 

 建設業におきましては、公共工事の削減、建設投資の低迷、住宅着工戸数の減少等により市場規模が一段と縮小

する厳しい状況の中、利益重視の事業構造への転換を図るため、引き続き採算性を重視した選別受注の徹底を行う

とともに、負の遺産処理として販売用不動産の売却を進めました。 

この結果、営業収益は２９０億３３百万円と、前年同期に比べ６３億７８百万円（１８．０％）減少し、営業損

益は１３億５１百万円悪化し、８億７９百万円の営業損失となりました。 

 

＜その他の事業＞ 

 営業収益は、１６億３６百万円と前年同期に比べ８億４０百万円（１０５．６％）増加し、営業利益は４２百万

円を計上いたしました。 
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  キャッシュ・フローの状況を示すと、次の通りであります。 

 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損益が前年同期に比べ悪化いたしましたが、希望退

職に伴う退職金支払が減少したこと等により、前年同期に比べ５２億９０百万円増加し、１１０億９４百万円の流

入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、難波再開発事業を含む固定資産の取得による支出が前年同期を上回った

ものの、固定資産および投資有価証券の売却収入の増加等により、前年同期に比べ５３億６８百万円支出が減少し、

７５億２百万円の流出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済額が新規借入額を上回ったこと等により、前年同期に比べ

３１億３８百万円減少し、１億７２百万円の流入となりました。 

 以上の結果、現金および現金同等物の中間期末残高は前期末に比べ３７億６４百万円増加し、２９９億１１百万

円となりました。 
 なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次の通りであります。 

 

 平成 12 年 3月期 平成 13 年 3月期 平成 14 年 3月期 平成 15 年 3月期 平成 15 年 9月期 

株主資本比率（％） 15.4 15.5 12.8 13.3 13.7 

時価ベースの株主資本比率（％） 29.6 24.4 18.5 12.5 15.3 

債務償還年数（年） 38.3 63.1 44.7 27.3  － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  0.9  0.6  1.0 1.5  1.7 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

    時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利息の支払額 

 ※各指標は、いずれも連結ベースの財務指標により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※債務償還年数は、中間期は記載しておりません。 

 

 

２．通期の見通し 

 

 通期の業績につきましては、営業収益２，１５０億円、営業利益１７３億円、経常利益４５億円、当期純利益 

５０億円を見込んでおります。なお、セグメント別の営業収支の見通しは以下のとおりであります。 

 

 営業収益 営業利益 

 

運 輸 業 

       億円 

         847 

       億円 

          99 

不 動 産 業          290           61 

流 通 業          288           12 

レ ジ ャ ー ・ サ ー ビ ス 業          325            9 

建 設 業          603      △   8 

そ の 他 業           35           － 

計        2,388          173 

連 結        2,150          173 
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【中間連結貸借対照表】 

科目 
当中間期末 

（15.9.30現在） 

前中間期末 

（14.9.30現在） 

前期末 

（15.3.31現在） 

 

（資産の部） 

流動資産 

 現金及び預金 

 受取手形及び売掛金 

 有価証券 

 たな卸資産 

 繰延税金資産 

 その他 

 貸倒引当金 

 

固定資産 

 有形固定資産 

  建物及び構築物 

  機械装置及び運搬具 

  土地 

  建設仮勘定 

  その他 

 無形固定資産 

  施設利用権他 

  連結調整勘定 

 投資その他の資産 

  投資有価証券 

  長期貸付金 

  繰延税金資産 

  その他 

  貸倒引当金 

 

繰延資産 

 

      百万円 

 

  １６８，５２０ 

   ３１，６０８ 

   ２７，０９８ 

      ２２３ 

   ９３，４３６ 

    ４，７１７ 

   １１，８６９ 

 △    ４３３ 

 

  ７５０，１９２ 

  ６８８，１６２ 

  ３２０，０２０ 

   ２８，３２６ 

  ２９５，０５５ 

   ４１，８５５ 

    ２，９０４ 

    ３，８２１ 

    ３，０４５ 

      ７７６ 

   ５８，２０８ 

   ２３，９８２ 

    ３，２１８ 

   １９，３１６ 

   １５，０１０ 

 △  ３，３２０ 

 

        ３ 

      百万円 

 

  １８１，９２８ 

   ３４，５８１ 

   ２７，３５３ 

      １９５ 

  １０１，３４６ 

    ６，２１３ 

   １２，７８２ 

 △    ５４５ 

 

  ７５４，００２ 

  ６８７，９１７ 

  ３１０，４８０ 

   ３２，２４９ 

  ２９７，１３０ 

   ４４，３０６ 

    ３，７５０ 

    ３，９１８ 

    ３，３３３ 

      ５８４ 

   ６２，１６６ 

   ２８，３５８ 

    ２，１８６ 

   １６，６４８ 

   １８，３５１ 

 △  ３，３７８ 

 

       １０ 

      百万円 

 

  １７６，６６１ 

   ２８，９２４ 

   ３４，０４９ 

      １７１ 

   ９７，１９７ 

    ４，９５６ 

   １１，８０５ 

 △    ４４３ 

 

  ７４７，０５１ 

  ６８９，４６４ 

  ３０７，０５１ 

   ３０，２４５ 

  ２９６，９３４ 

   ５１，７８１ 

    ３，４５０ 

    ４，１１６ 

    ３，２１５ 

      ９０１ 

   ５３，４６９ 

   １９，０５４ 

    ３，４０５ 

   １９，９６３ 

   １４，５８２ 

 △  ３，５３５ 

 

        ６ 

資産合計   ９１８，７１５   ９３５，９４０   ９２３，７１９ 
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科目 
当中間期末 

（15.9.30現在） 

前中間期末 

（14.9.30現在） 

前期末 

（15.3.31現在） 

 

（負債の部） 

流動負債 

 支払手形及び買掛金 

 短期借入金 

 １年以内償還社債 

 未払法人税等 

 繰延税金負債 

 賞与引当金 

 その他 

 

固定負債 

 社債 

 長期借入金 

 繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

 退職給付引当金 

 投資損失引当金 

 預り保証金及び敷金 

 その他 

負債計 

 

（少数株主持分） 

少数株主持分 

 

（資本の部） 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本計 

 

      百万円 

 

  ２５８，０７４ 

   ２４，３０８ 

  １３９，２４５ 

   ２７，５００ 

      ７９７ 

       － 

    ２，８２４ 

   ６３，３９９ 

 

  ５３３，３３０ 

  １３５，９００ 

  ２８０，２９９ 

    ２，３５７ 

   ５１，３２０ 

   ２７，７９７ 

    ４，７１３ 

   ２９，７６１ 

    １，１８０ 

  ７９１，４０５ 

 

 

    １，２０５ 

 

 

   ６３，７３９ 

   １８，２１０ 

 △ ３０，１５８ 

   ７２，８４０ 

    ３，３９０ 

 △  １，９１６ 

  １２６，１０５ 

      百万円 

 

  ２９４，９０１ 

   ２８，７２７ 

  １７７，７６９ 

   ２５，０００ 

      ６７８ 

       － 

    ３，２２０ 

   ５９，５０４ 

 

  ５１４，５０４ 

  １４２，５００ 

  ２４８，３３９ 

    １，００８ 

   ５３，５１０ 

   ３０，５５７ 

    ６，６６２ 

   ３０，６７６ 

    １，２４９ 

  ８０９，４０５ 

 

 

    ２，９７１ 

 

 

   ６３，７３９ 

   １８，４０６ 

 △ ２８，９０３ 

   ７１，１４２ 

      ９５７ 

 △  １，７７９ 

  １２３，５６２ 

      百万円 

 

  ２８３，５０６ 

   ３３，７５８ 

  １６５，１７４ 

   ２０，０００ 

      ６２７ 

        ０ 

    ２，７２０ 

   ６１，２２５ 

 

  ５１５，７８６ 

  １４３，４００ 

  ２５４，７２１ 

    １，６０３ 

   ５１，４９７ 

   ２９，１２９ 

    ６，３１５ 

   ２８，５４７ 

      ５７１ 

  ７９９，２９２ 

 

 

    １，４６８ 

 

 

   ６３，７３９ 

   １８，４０５ 

 △ ２９，７１７ 

   ７３，０９３ 

 △    ３２２ 

 △  ２，２３８ 

  １２２，９５８ 

負債、少数株主持分及び資本合計   ９１８，７１５   ９３５，９４０   ９２３，７１９ 
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【中間連結損益計算書】 

科目 当中間期 前中間期 前  期 

 

営業収益 

 

営業費 

 運輸業等営業費及び売上原価 

 販売費及び一般管理費 

 

営業利益 

 

営業外収益 

 

営業外費用 

 

経常利益 

 

特別利益 

 工事負担金等受入額 

 投資有価証券売却益 

 持分変動利益 

 その他 

 

特別損失 

 関連事業整理損 

 販売用不動産評価損 

 工事負担金等圧縮額 

 固定資産売却損 

 特別退職金 

 その他 

 

税金等調整前中間（当期）純利益 

 

法人税、住民税及び事業税 

 

法人税等調整額 

 

少数株主損失 

 

中間（当期）純利益 

      百万円 

  １０５，４２１ 

 

   ９６，８１２ 

   ９２，８０１ 

    ４，０１１ 

 

    ８，６０８ 

 

      ８０６ 

 

    ７，０７５ 

 

    ２，３３９ 

 

    ２，１４３ 

      ８１６ 

      ７０４ 

      ４１４ 

      ２０８ 

 

    ４，７５７ 

    １，２４７ 

      ８２５ 

      ８１６ 

      ７１６ 

      ５３８ 

      ６１３ 

 

 △    ２７４ 

 

      ７９４ 

 

 △    ４４３ 

 

      ８９０ 

 

      ２６４ 

      百万円 

  １１８，３１２ 

 

  １０７，０３７ 

  １０２，４２８ 

    ４，６０８ 

 

   １１，２７５ 

 

      ８９０ 

 

    ７，５８２ 

 

    ４，５８３ 

 

   １０，７０３ 

    ９，６８２ 

      ４４７ 

       － 

      ５７３ 

 

   １４，０８４ 

        ０ 

       － 

    ９，６８２ 

        ０ 

    ２，０４４ 

    ２，３５７ 

 

    １，２０１ 

 

      ７８３ 

 

 △    ４４５ 

 

      ３８４ 

 

    １，２４８ 

      百万円 

  ２４６，９２８ 

 

  ２２１，３８９ 

  ２１２，０４０ 

    ９，３４８ 

 

   ２５，５３９ 

 

    １，６２８ 

 

   １４，９８９ 

 

   １２，１７８ 

 

   １３，１６２ 

   １０，１４５ 

    １，５００ 

       － 

    １，５１７ 

 

   ２４，１２７ 

        ０ 

        ０ 

   １０，１４５ 

        ０ 

    ２，５０２ 

   １１，４８０ 

 

    １，２１２ 

 

    １，２６２ 

 

 △  １，１６３ 

 

      ４３６ 

 

    １，５５０ 
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【中間連結剰余金計算書】 

科目 当中間期 前中間期 前  期 

 

（資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高 

 資本準備金期首残高 

資本剰余金減少高 

 自己株式処分差損 

 資本準備金取崩額 

資本剰余金中間期末（期末）残高 

 

（利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高 

 欠損金期首残高 

利益剰余金増加高 

 連結子会社の持分比率変動による 
 利益剰余金増加高 

 中間（当期）純利益 

 資本準備金取崩額 

 土地再評価差額金取崩額 

利益剰余金減少高 

 配当金 

 土地再評価差額金取崩額 

 連結子会社の持分比率変動による 
 利益剰余金減少高 

利益剰余金中間期末（期末）残高 

      百万円 

 

   １８，４０５ 

       － 

      １９４ 

      １９４ 

        ０ 

   １８，２１０ 

 

 

 △ ２９，７１７ 

       － 

      ４８２ 

      ２１７ 

      ２６４ 

        ０ 

        ０ 

      ９２２ 

      ７７４ 

      １４８ 

       － 

 △ ３０，１５８ 

      百万円 

 

   ５５，０１３ 

   ５５，０１３ 

   ３６，６０６ 

       ５３ 

   ３６，５５２ 

   １８，４０６ 

 

 

 △ ６６，７３４ 

   ６６，７３４ 

   ３７，８３１ 

       － 

    １，２４８ 

   ３６，５５２ 

       ３０ 

        ０ 

        ０ 

        ０ 

       － 

 △ ２８，９０３ 

      百万円 

 

   ５５，０１３ 

   ５５，０１３ 

   ３６，６０８ 

       ５５ 

   ３６，５５２ 

   １８，４０５ 

 

 

 △ ６６，７３４ 

   ６６，７３４ 

   ３８，１６９ 

       － 

    １，５５０ 

   ３６，５５２ 

       ６６ 

    １，１５２ 

        ０ 

        ０ 

    １，１５２ 

 △ ２９，７１７ 
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【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

科目 当中間期 前中間期 前  期 

 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
   税金等調整前中間（当期）純利益又は 
   税金等調整前中間（当期）純損失(△) 
   減価償却費               
   賞与引当金の増減額（減少：△） 
   退職給付引当金の増減額（減少：△） 
   貸倒引当金の増減額（減少：△） 
   受取利息及び配当金 
   支払利息 
   持分法による投資損益（益：△） 
   投資有価証券売却損益（益：△） 
   投資有価証券評価損 
   固定資産売却損益（益：△） 
   固定資産除却損 
   工事負担金等圧縮額 
   工事負担金等受入額 
   特別退職金 
   売上債権の増減額（増加：△） 
   仕入債務の増減額（減少：△） 
   たな卸資産の増減額（増加：△） 
   投資損失引当金の増減額（減少：△） 
   販売用不動産評価損 
   預り保証金・敷金の増減額(減少：△) 
   その他 

      百万円 
 
 △    ２７４ 

    ９，６１８ 
      １０５ 
 △  １，２９５ 
 △    ２２５ 
 △    ２４４ 
    ６，３２２ 
 △     ５２ 
 △    ７０４ 
      １５４ 
      ６４１ 
      ８１９ 
      ８１６ 
 △    ８１６ 
      ５３８ 
    ９，７９０ 
 △ １０，９３８ 
    ２，７９８ 
 △  １，２３５ 
      ８２５ 
    １，２１４   
      ６８６ 

      百万円 
 
    １，２０１ 

   １０，０５５ 
      ２７３ 
 △  ６，９０７ 
 △     ５２ 
 △    ３３８ 
    ７，１５８ 
        ５ 
 △    ２０３ 
    １，２３４ 
 △    １４８ 
      ８９６ 
    ９，６８２ 
 △  ９，６８２ 
    ２，０４４ 
    ７，５９０ 
 △  ７，３５４ 
 △  １，４４９ 
 △    ３１１ 
        ０ 
    １，４１２ 
      ８１６ 

      百万円 
 
    １，２１２ 

   ２０，１９１ 
 △    ２１１ 
 △  ８，２５５ 
        １ 
       － 
   １４，１８１ 
       ２３ 
 △  １，２７３ 
    ８，２４７ 
 △    ８４４ 
    ２，１３１ 
   １０，１４５ 
 △ １０，１４５ 
    ２，５０２ 
 △     ３２ 
 △  ２，２９４ 
    ３，０５３ 
      ５４２ 
        ０ 
        ０ 
      １８１ 

    小計    １８，５４３    １５，９１９    ３９，３５７ 
   利息及び配当金の受取額 
   利息の支払額 
   法人税等の支払額 
   特別退職金の支払額 

      ２５２ 
 △  ６，５３８ 
 △    ６２４ 
△    ５３８ 

      ２５５ 
 △  ７，３３１ 
 △    ９９４ 
 △  ２，０４４ 

      ３９４ 
 △ １４，３７５ 
 △  １，５２２ 
 △  ２，５０２ 

  営業活動によるキャッシュ・フロー    １１，０９４     ５，８０４    ２１，３５２ 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
   有価証券の売却による収入 
   固定資産の取得による支出 
   固定資産の売却による収入 
   工事負担金等収入 
   投資有価証券の取得による支出 
   投資有価証券の売却による収入 
   子会社株式追加取得による支出 
   連結範囲の変更を伴う子会社株式売却による支出 
   短期貸付金の増減額（増加：△） 
   長期貸付による支出 
   長期貸付金の返済による収入 
   その他 

 
    －   

 △ １５，９２１ 
    ２，９６４ 
    ３，４４６ 
 △    １６２ 
    １，９６２ 
 △      ７ 
 △    １１０ 
 △    ２９８ 
 △      ３ 
       ２５ 
      ６０３ 

 
       ２３ 
 △ １４，０５３ 
      ３７２ 
    ２，１７４ 
 △    １０９ 
      ６５２ 
 △     １６ 
        ０ 
 △  １，０６５ 
 △      ３ 
      ２２１ 
 △  １，０６３ 

 
        ０ 
 △ ３０，０３６ 
    １，８０９ 
    ４，０６９ 
 △    １７５ 
    １，９５０ 
 △     １７ 
 △     ４５ 
 △  １，４５５ 
 △      ７ 
      ２９８ 
      ７５２ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △  ７，５０２  △ １２，８７０  △ ２２，８５７ 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
   短期借入金等の増減額（減少：△） 
   長期借入による収入 
   長期借入金の返済による支出 
   社債発行による収入 
   社債償還による支出 
   配当金の支払額 
   少数株主の増資引受による払込額     

子会社の親会社株式売却による収入 
   その他 

 
 △ ２３，７７４ 
   ４８，８４０ 
 △ ２５，４１６ 
        ０ 
        ０ 
 △    ７６６ 
    １，０９９ 
     ２２０ 

 △     ２９ 

 
    ４，９１７ 
   ３６，０４５ 
 △ ２６，１９３ 
        ０ 
 △ １１，５００ 
        ０ 
        ０ 
     １０１ 

 △     ６０ 

 
 △  ２，９４１ 
   ６９，９３１ 
 △ ５８，１５３ 
   ２０，７８４ 
 △ ３６，５００ 
        ０ 
        ０ 
        ０ 
 △     ７９ 

  財務活動によるキャッシュ・フロー       １７２     ３，３１０  △  ６，９５７ 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 
Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

    ３，７６４ 
   ２６，１４７ 

 △  ３，７５５ 
   ３４，６１０ 

 △  ８，４６３ 
   ３４，６１０ 

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高    ２９，９１１    ３０，８５５    ２６，１４７ 
 

 

 

 



- 連 13 - 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社   ７２社 

 主要な連結子会社の名称 「企業集団の状況」に記載しているため省略しております。 

非連結子会社   ６社 

 

連結範囲の異動 

（新規）なし 

（除外）日高観光㈱、南海リテールサービス㈱、㈱白浜エンタープライズ、紀伊勝浦観光船㈱ 

 南海リテールサービス㈱、紀伊勝浦観光船㈱は会社清算、日高観光㈱、㈱白浜エンタープライズは

株式譲渡により、当中間期より連結の範囲から除外しております。 

 なお、当中間期に連結範囲から除外した会社については、連結子会社であった期間の損益計算書の

み連結しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社６社、関連会社６社のうち関連会社５社に対する投資について持分法を適用しております。 

 主要な持分法適用会社の名称 「企業集団の状況」に記載しているため省略しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なるものは２社であります。そのうち、南海電設㈱の中間決

算日は７月３１日でありますが、中間連結財務諸表の作成に当たり、同日現在の中間財務諸表を使用しており

ます。 

 なお、中間連結決算日との間に生じた他の連結会社との重要な取引については連結上必要な修正を行ってお

ります。 

 また、㈱日電商会の中間決算日は１１月３０日でありますが、中間連結決算日現在で実施した中間決算に準

じた仮決算に基づく中間財務諸表を使用しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・主として中間期末前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部 

資本直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定） 

時価のないもの・・・移動平均法または総平均法に基づく原価法 

 その他有価証券のうち時価のあるものについては、前中間期末においては中間決算日の市場価格等に基

づく時価法によっておりましたが、前期末において期末前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法に変

更いたしました。前中間期末において前期末と同一の基準によった場合、税金等調整前中間純利益は2百

万円減少し、資本の部におけるその他有価証券評価差額金は1,571百万円減少いたします。 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産のうち、主要なものは販売土地及び建物であり、個別法に基づく原価法によっております。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

  主として定額法・定率法を採用しております。 

②無形固定資産 

  定額法を採用しております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間

期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 なお、公開会社である南海辰村建設㈱及び同社の連結子会社の退職給付会計基準変更時差異（3,222 百

万円）については、主として１５年による按分額を費用処理しております。 

④投資損失引当金 

 投資先の資産内容等を勘案して、出資金額及び純債権額を超えて当社が負担することとなる損失見込額

を計上しております。 

 

（４）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たす金利スワップに

ついては、特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ、金利オプション 

ヘッジ対象：借入金、社債 

③ヘッジ方針 

 金利の変動リスクを回避するために、債権・債務の範囲内でデリバティブ取引を利用しており、投機目

的のためには利用しない方針であります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

 なお、高い有効性があるとみなされる場合については、有効性の評価を省略しております。 

 

（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

①工事負担金等の会計処理 

 鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事

負担金等を受領した場合には、金額的重要性のないものを除き、工事完成時に当該工事負担金等を取得し

た固定資産の取得原価から直接減額しております。 

②消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 当中間期末 前中間期末 前期末 

１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額 

（鉄道財団） 

土地 

建物 

その他の償却資産 

（その他） 

土地 

建物 

その他の償却資産 

無形固定資産 

投資有価証券 

定期預金 

受取手形 

販売用不動産 

担保付債務の額 

短期借入金 

長期借入金 

預り保証金・敷金 

買掛金 

社債 

 

 

 

１７０，８６３百万円 

 ２４，９５０百万円 

１５７，１５２百万円 

 

 １０，３０９百万円 

  １，５９１百万円 

     ２９百万円 

    ４５４百万円 

  ４，４８３百万円 

    ９１９百万円 

    ２７５百万円 

      ０百万円 

 

  ４，０７９百万円 

 ８１，１３６百万円 

    ８５０百万円 

      ４百万円 

      ０百万円 

 

 

 

１７０，９０５百万円 

 ３３，２２８百万円 

１６３，０５９百万円 

 

 １６，４６６百万円 

  ４，７５９百万円 

     ３９百万円 

    ４７０百万円 

  ３，０１１百万円 

     ４５百万円 

     － 百万円 

    １８５百万円 

 

  ３，４１５百万円 

 ９１，７６２百万円 

     － 百万円 

      ７百万円 

 ２５，０００百万円 

 

 

 

１７０，８７１百万円 

 ２５，５４４百万円 

１６０，１４６百万円 

 

 １０，３４１百万円 

  １，６４４百万円 

     ３３百万円 

    ４６２百万円 

  ３，１６４百万円 

     ２３百万円 

     － 百万円 

      ０百万円 

 

  ４，１７３百万円 

 ８３，９９４百万円 

     － 百万円 

      ５百万円 

      ０百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 ３６３，６３６百万円 ３６０，７７０百万円 ３６２，８４４百万円 

３．工事負担金等圧縮累計額  ７３，３７３百万円      － 百万円  ７２，５５６百万円 

４．保証債務額   ６，６５６百万円   ９，０３７百万円   ７，７００百万円 

５．受取手形割引高 

  受取手形裏書譲渡高 

    ８０９百万円 

    ８５６百万円 

    ５６８百万円 

     ５１百万円 

    ２９４百万円 

    １２５百万円 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 当中間期 前中間期 前  期 

販売費及び一般管理費の内訳 

人件費 

経費 

 

  ２，５６５百万円 

    ８６７百万円 

 

  ３，０３２百万円 

    ９０１百万円 

 

  ５，４３５百万円 

  ２，７０７百万円 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている科目の

金額との関係 

 当中間期 前中間期 前  期 

現金及び預金勘定 

有価証券勘定 

預入期間が３か月を超える定期預金 
株式及び償還期間が３か月を超える債券等 

 ３１，６０８百万円 

    ２２３百万円 

△ １，８２０百万円 

△    ９９百万円 

 ３４，５８１百万円 

    １９５百万円 

△ ３，９２２百万円 

      ０百万円 

 ２８，９２４百万円 

    １７１百万円 

△ ２，９４８百万円 

      ０百万円 

現金及び現金同等物  ２９，９１１百万円  ３０，８５５百万円  ２６，１４７百万円 
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（有価証券関係） 

Ⅰ．当中間期末（平成１５年９月３０日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

種類 
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債・地方債等       ３５       ３５       － 

合計       ３５       ３５       － 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 

債券 

 社債 

 その他 

その他 

  １４，２６７ 

 

       ４ 

      ４７ 

       １ 

  ２０，８０５ 

 

       ４ 

      ４７ 

       １ 

   ６，５３８ 

 

       ０ 

      － 

  △   － 

合計   １４，３１９   ２０，８５７    ６，５３８ 

 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 

子会社及び関連会社株式 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

ＭＭＦ等 

その他 

      ９９百万円 

     ８１８百万円 

 

   ２，２４７百万円 

     １２３百万円 

      ４０百万円 

 

Ⅱ．前中間期末（平成１４年９月３０日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

種類 
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債・地方債等       ２０       ２０        ０ 

合計       ２０       ２０        ０ 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 

債券 

 社債 

その他 

  ２２，８４４ 

 

       ４ 

     １０９ 

  ２５，００５ 

 

       ４ 

      ８２ 

   ２，１６０ 

 

       ０ 

 △    ２７ 

合計   ２２，９５７   ２５，０９１    ２，１３３ 

 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

   子会社及び関連会社株式 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

その他 

     ７２０百万円 

 

   ２，４７６百万円 

     ２４６百万円 
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Ⅲ．前期末（平成１５年３月３１日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

種類 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債・地方債等       ２０       ２０        － 

合計       ２０       ２０        － 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 

債券 

 社債 

 その他 

その他 

  １５，３６５ 

 

       ４ 

      ４７ 

       １ 

  １５，７７３ 

 

       ４ 

      ４７ 

       － 

     ４０７ 

 

       ０ 

       － 

 △     － 

合計   １５，４１８   １５，８２５      ４０７ 

 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

   子会社及び関連会社株式 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

ＭＭＦ等 

その他 

     ７７４百万円 

 

   ２，３９３百万円 

     １７１百万円 

      ４０百万円 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当中間期（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで） 

 
運輸業 

(百万円) 

不動産業 

(百万円) 

流通業 

(百万円) 

レジャー・

サービス業 

(百万円) 

建設業 

(百万円) 

その他の

事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

営業収益 

(1)外部顧客に対する 

   営業収益 

(2)セグメント間の内部 

   営業収益又は振替高 

  41,894 

     802 

  11,575 

     536 

  12,721 

   1,088 

  14,534 

   3,495 

  23,935 

   5,097 

     758 

     878 

 105,421 

  11,898 

    － 

( 11,898) 

 105,421 

    － 

計   42,696   12,112   13,810   18,030   29,033    1,636  117,320 ( 11,898)  105,421 

営業費   37,334    9,223   12,999   17,671   29,913    1,594  108,735 ( 11,923)   96,812 

営業利益    5,362    2,889      810      358 △    879       42    8,584 (△    24)    8,608 

前中間期（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで） 

 
運輸業 

(百万円) 

不動産業 

(百万円) 

流通業 

(百万円) 

レジャー・

サービス業 

(百万円) 

建設業 

(百万円) 

その他の

事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

営業収益 

(1)外部顧客に対する 

   営業収益 

(2)セグメント間の内部 

   営業収益又は振替高 

  44,853 

     724 

  11,213 

     503 

  15,991 

     510 

  16,862 

   3,606 

  29,283 

   6,127 

     108 

     687 

 118,312 

  12,161 

    － 

( 12,161) 

 118,312 

    － 

計   45,577   11,716   16,502   20,469   35,411      796  130,474 ( 12,161)  118,312 

営業費   38,900    9,181   15,726   19,675   34,939      751  119,175 ( 12,137)  107,037 

営業利益    6,677    2,535      775      794      472       44   11,299 (     23)   11,275 

前期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 

 
運輸業 

(百万円) 

不動産業 

(百万円) 

流通業 

(百万円) 

レジャー・ 

サービス業 

(百万円) 

建設業 

(百万円) 

その他の

事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

営業収益 

(1)外部顧客に対する 

   営業収益 

(2)セグメント間の内部 

   営業収益又は振替高 

  87,247 

   1,664 

  30,267 

   1,014 

  30,413 

   1,013 

  34,585 

   6,344 

  63,454 

  11,153 

     960 

   1,409 

 246,928 

  22,599 

    － 

( 22,599) 

 246,928 

    － 

計   88,912   31,281   31,427   40,929   74,607    2,369  269,528 ( 22,599)  246,928 

営業費   76,175   22,164   30,056   39,379   73,644    2,289  243,708 ( 22,319)  221,389 

営業利益   12,736    9,117    1,370    1,550      963       80   25,819 (    280)   25,539 

（注）１．事業の区分の方法  おおむね日本標準産業分類の大分類によっております。 
２．各区分の主な内容 

運輸業       ・・・鉄道事業、軌道事業、バス事業、海運業、貨物運送業、車両整備業 
不動産業      ・・・不動産賃貸業、不動産販売業 
流通業       ・・・ショッピングセンターの経営、物品販売業、建築材料卸売業 
レジャー・サービス業・・・遊園事業、旅行業、ホテル・旅館業、飲食業、ビル管理メンテナンス業、競艇施設賃貸業 
建設業       ・・・建設業 
その他の事業    ・・・印刷業、損害保険代理業 

【所在地別セグメント情報】 

 当中間期、前中間期及び前期については、本国以外の国、又は地域に所在する連結子会社は存在しないため記載

しておりません。 

 

【海外売上高】 

 当中間期、前中間期及び前期については、海外売上高はないため記載しておりません。 


